
第
１
５
５
回
通
常
総
会
が
７
月
10
日
、

青
森
市
「
ウ
ェ
デ
ィ
ン
グ
プ
ラ
ザ
ア
ラ

ス
カ
」
で
開
催
さ
れ
た
。

挨
拶
に
立
っ
た
髙
樋
理
事
長
職
務
代

行
者
は
、
令
和
４
年
度
の
会
務
運
営
に

つ
い
て
「
年
間
２
５
０
０
億
円
を
超
え

る
国
保
・
後
期
高
齢
者
医
療
費
と
１
３

０
０
億
円
台
ま
で
増
加
し
た
介
護
給
付

費
を
は
じ
め
、
各
審
査
支
払
業
務
を
滞

り
な
く
実
施
し
た
。

ま
た
、
保
険
者
に
お
け
る
国
保
や
介

護
保
険
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
交
付
金
獲

得
の
た
め
、
健
康
づ
く
り
事
業
や
介
護

予
防
事
業
、
保
険
税
収
納
率
の
向
上
策

な
ど
、
各
種
共
同
処
理
業
務
を
積
極
的

に
推
進
し
市
町
村
支
援
に
努
め
た
。

さ
ら
に
、
国
の
保
健
医
療
対
策
へ
の

協
力
の
一
環
と
し
て
、
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ

ン
の
住
所
地
外
接
種
費
用
決
済
業
務
や
、

介
護
・
障
害
施
設
職
員
の
処
遇
改
善
支

援
補
助
金
支
払
事
務
に
つ
い
て
も
適
正

に
処
理
し
、
県
並
び
に
市
町
村
事
務
の

負
担
軽
減
に
取
り
組
ん
だ
」
と
報
告
し

た
。次

に
、
本
県
の
国
保
財
政
の
状
況
に

触
れ
「
財
政
運
営
の
都
道
府
県
化
に
伴

う
国
の
公
費
投
入
の
効
果
な
ど
も
あ
っ

て
、
４
年
連
続
で
全
市
町
村
が
黒
字
と

な
る
見
込
み
と
な
っ
た
が
、
市
町
村

個
々
に
見
る
と
、
基
金
取
崩
で
対
応
し

て
い
る
と
こ
ろ
も
あ
り
、
懸
命
な
運
営

努
力
に
も
関
わ
ら
ず
、
ま
だ
ま
だ
厳
し

い
状
況
が
続
い
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
中
、
国
は
６
年
目
を
迎

え
た
新
国
保
制
度
の
最
大
の
目
的
で
あ

る
『
保
険
税
の
統
一
化
』
を
加
速
さ
せ

る
こ
と
と
し
て
い
る
の
で
、
財
政
責
任

を
担
う
県
と
市
町
村
が
力
を
合
わ
せ
て
、

こ
の
課
題
を
乗
り
越
え
て
い
か
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

本
会
と
し
て
は
、
国
保
事
業
等
の
安

定
運
営
を
図
る
た
め
、
引
き
続
き
市
町

村
支
援
に
積
極
的
に
取
り
組
む
こ
と
と

し
て
い
る
の
で
、
皆
様
方
の
ご
支
援
、

ご
協
力
を
お
願
い
し
た
い
」
と
強
調
し

た
。続

い
て
、
工
藤
南
部
町
長
を
議
長
に

選
任
し
議
案
審
議
に
入
り
、
令
和
４
年

度
事
業
報
告
・
各
会
計
決
算
、
並
び
に

本
年
度
の
国
保
制
度
改
善
強
化
実
行
運

動
を
強
力
に
推
進
す
る
た
め
の
運
動
目

標
と
な
る
「
決
議
（
別
掲
）」
な
ど
、
上

程
さ
れ
た
報
告
事
項
１
件
、
議
決
事
項

18
件
は
全
て
原
案
ど
お
り
可
決
承
認
さ

れ
た
。

挨拶する髙樋理事長職務代行者

令
和
４
年
度
事
業
報
告
・
決
算
等
を
可
決
承
認

令
和
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年
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決　　　議
国保制度改善強化全国大会を経て実現を期する当面の懸案事項を下記のとおり

決議する。

記

一.	 医療保険制度の一本化を早期に実現すること。

一.	 国保制度に対する公費3,400億円の継続投入と更なる拡充を図るとともに、
保険税（料）水準の統一に向けた新たな財政措置を講じるなど財政基盤を強
化すること。

一.	 普通調整交付金の配分方法の見直しにあたっては、保険者間の医療費格差の
調整はもとより、所得水準の調整機能を一層強化すること。

一.	 子どもの医療費助成など地方単独事業に対する国庫負担金等の減額調整措置
を完全撤廃するとともに、子どもに係る均等割保険税（料）軽減制度の対象
範囲及び軽減割合を拡充すること。

一.	 生活保護受給者を国保等へ加入させる見直しは行わないこと。

一.	 健康寿命の延伸を図るため、国保データベース（ＫＤＢ）システム等を活用
した予防・健康づくり事業への財政支援を一層強化すること。

一.	 後期高齢者医療制度に対する財政支援を拡充強化すること。

一.	 介護保険制度の安定運営を図るため、十分な財政措置と介護従事者の確保対
策などを強力に推進すること。

一.	 地域医療構想の実現にあたっては、地域の実情と新興感染症の流行等の有事
を見据えた医療提供体制の再構築を図ること。

一.	 オンライン資格確認等システムを基盤としたデータヘルス改革を推進するた
め、国の責任において必要な財政措置を講じること。

一.	 マイナンバー法等の一部改正に伴う健康保険証の廃止にあたっては、被保険
者に混乱や不利益が生じないよう十分な対策を講じること。

一.	 国の方針に基づく国保総合システムの更改と運用にあたっては、保険者や被
保険者に更なる負担が生じないよう十分な財政措置を講じること。

令和5年７月10日

第155回青森県国民健康保険団体連合会通常総会
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